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熊谷ラグビー場改修工事設計 

技術協力業務委託特記仕様書 

 

Ⅰ．業務概要 

 １．業務名称 

  熊谷ラグビー場改修工事設計技術協力業務 

 ２．対象業務 

   別途発注されている、熊谷ラグビー場改修工事設計業務のうち、新スタンドほか

建設工事の部分に対して、仕様の確定、性能の確保、工事費を抑制し工期内に完成・

引渡しを行うため、技術的な助言等の技術協力を行うものである。 

 ３．履行期限 

  契約締結の日から平成２８年９月３０日まで 

 ４．設計業務の概要 

   設計等は、以下の条件において実施されているところ。ただし、事業の進捗状況

等により、変更する場合がある。 

  (1) 敷地の概要 

   ① 敷地の条件 

     ａ．敷地面積  ２７５，２４３㎡ 

        ｂ．用途地域 指定なし 

        ｃ．防火地域   ・防火  ・準防火  ○・指定なし 

        ｄ．地域･地区等  市街化調整区域・地区計画なし 

   ② 施設の条件 

     ａ．施設の延べ面積（計画面積）約２１，２００㎡  

        ｂ．主要構造・階数      鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 地上４階 

     ｃ．耐震安全性の分類 

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」による、耐震安全性の分類は次のとおりとす

る。 

    1) 構造体         Ⅱ     類 

    2) 建築非構造部材     Ｂ     類 

     3) 建築設備        乙     類 

   ③ 建設の条件 

     ａ．参考工事費  ９４億６，０００万円（税抜き） 

              （以下の工事（建築・電気設備・機械設備）を含む） 

              * 改修工事［旧メインスタンドの観客席・防水工事］ 

              * 新設工事［新メインスタンド・サイドスタンド］ 

              * 外構等改修工事［舗装、フィールド等］ 

     ｂ．建設工期（予定）平成２８年工事請負契約日から 

               平成３０年 ８月３１日 まで 
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Ⅱ．業務仕様 

  本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載されていない事項は、「埼玉県

建築工事設計業務委託共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）による。 

 

 １．特記仕様書の適用 

   特記仕様書に記載された特記事項の中で、・印の付いたものについては、○印の

付いたものを適用する。 

 

  ２．管理技術者の資格要件 

   技術協力業務の管理技術者の保有資格要件は下記のいずれかによるものとする。 

  ア 建設業法（昭和 24年法律第 100号）による一級建築施工管理技士 

  イ 建築士法（昭和 25年法律第 202号）による一級建築士 

    ウ これらと同等以上の資格を有するものとして国土交通大臣が認定した者。 

  

 ３．公募型プロポーザル方式により業務を受注した場合の業務履行 

   受注者は、あらかじめ提出した履行体制により当該業務を履行する。 

 

 ４．業務の内容 

(1) 施工計画の作成 

 受注者は、設計が行う設計の内容に応じた工事工程表、施工順序、施工方法、資材・

部材の搬入計画等、工事の実施に当って必要な計画を記載した施工計画を作成するもの

とする。 

(2) 技術情報等の提出 

 受注者は、技術提案に関する機能・性能、適用条件等の技術情報、見積り及び見積根

拠等を提出するとともに、技術提案に係る図面作成を支援するものとする。 

(3) 関係機関との協議資料作成支援 

 受注者は、設計者が行う関係機関との協議の資料について、施工の視点から助言を行

う。 

(4) 技術提案 

 受注者は、優先交渉権者選定時に提出した技術提案の内容、提案縮減工事費に関わら

ず、コスト縮減や工期短縮、施工時の制約条件への対応、周辺環境への負荷の低減等に

有効な技術提案を必要に応じて行う。ただし、参考工事費を超える増額を伴う技術提案

については、事前に発注者と協議を行う。 

(5) 設計調整協議 

 受注者は、発注者及び設計者と設計に関する調整協議を行う。協議回数は 10回程度

とする。 

(6) 設計の確認 
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 受注者は、設計者が行う設計全般に対する内容の確認を行うとともに、技術提案が適

切に反映されていることを確認する。 

(7) 報告書の作成 

 受注者は、業務の成果として報告書を作成する。 

 

５．業務の実施 

(1) 一般事項 

 ① 受注者は、設計者が行う設計等に対し、自らの技術と経験に基づく技術協力を行

う。その際に、東日本大震災の復興事業や 2020年東京オリンピック・パラリンピッ

ク等に向けた建設需要の増加、またそれに伴う技能労働者の不足等も考慮し、コス

ト縮減や工期短縮といった提案を行うこと。 

 ② 受注者は、設計者が行う設計等が滞りなく進捗するように、相互の意見を調整し

ながら技術協力を行う。 

 ③ 受注者は、設計者との意見調整が困難又は長期間を要することが明らかな場合や、

見解の相違があり確認を要する場合は、各者が共同で連絡書を作成し、発注者に報

告すること。報告があった場合は、発注者の指示を受けた受注者又は設計者が意見

調整を行い、発注者が判断する。 

 ④ 本業務において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(2) 業務の実施体制 

  技術協力業務の実施に当っては、管理技術者のほか、施工計画、工程計画（スケジ

ュール管理支援を含む。）、生産・調達計画（コスト管理支援を含む。）などを担当す

る者を適切に配置する体制を構築する。 

(3) 業務報告書の作成 

  業務完了時に、業務の実施状況をまとめた報告書を提出すること。提出にあたって

は、具体的な報告内容等について事前に監督員と協議すること。 

(4) 報告及び記録 

  報告は次の時期に行い、その記録を書面に残すものとする。 

 ①監督員又は管理技術者が必要と認めたとき 

 ②その他 

  ・業務進捗状況に関する定期報告を、原則として調整協議を行う毎に提出する。な  

お、報告の様式、提出方法等は監督員と協議する。 

(5) 適用基準等 

 ① 共通                                        

    ○・ 官庁施設の基本的性能基準                  （ 平成２５年 ） 

     ○・ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準           （ 平成２５年 ） 

    ○・ 官庁施設の総合耐震診断・改修基準          （ 平成 ８年 ） 

      ○・ 埼玉県環境配慮方針                        （ 平成１４年 ） 

    ○・ 埼玉県グリーン調達推進方針           （ 平成２８年度 ） 
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     ○・ 彩の国公共事業コスト構造改善プラン         （ 平成２１年 ） 

     ○・ 埼玉県福祉のまちづくり条例                （ 平成１６年 ） 

    ○・ 埼玉県高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の整備に関する条例 

                                                        （ 平成２７年 ） 

     ○・ 建設副産物の手引き                        （ 平成２５年 ） 

     ○・ 埼玉県公共事業景観形成指針               （ 平成２５年 ） 

     ○・ 埼玉県建築物環境配慮計画作成マニュアル      （ 平成２８年 ） 

     ○・ 埼玉県電子納品運用ガイドライン         （ 平成１９年 ） 

     ○・ 彩の国建設リサイクル実施指針          （ 平成１４年 ） 

     ○・ 建築物解体工事共通仕様書            （ 平成２４年版 ） 

     ○・ ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例       （ 平成２４年 ） 

        ○・ 石綿飛散防止対策マニュアル               （  ２０１５  ） 

    ○・ 既存建築物の吹付アスベスト粉じん飛散防止処理技術指針 

                             （  ２００６  ） 

    ○・ 建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル２０１４．６ 

                                  （  ２０１４  ） 

 ② 建築 

    ○・ 埼玉県建築工事特別共通仕様書              （ 平成２６年版 ） 

     ○・ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）       （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）   （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 公共建築木造建築工事標準仕様書               （ 平成２５年版 ） 

        ○・ 建築設計基準                               （ 平成２６年 ） 

    ○・ 建築構造設計基準                           （ 平成２５年 ） 

    ○・ 建築工事標準詳細図                         （ 平成２２年版 ） 

    ○・ 擁壁設計標準図                             （ 平成１２年版 ） 

    ○・ 構内舗装・排水設計基準            （ 平成２７年版 ） 

 ③ 建築積算 

    ○・ 公共建築数量積算基準                       （ 平成１８年版 ） 

    ○・ 公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編）   （ 平成２４年版 ） 

    ○・ 営繕工事積算ﾁｪｯｸﾏﾆｭｱﾙ（建築工事編）        （ 平成２７年版 ） 

 ④ 設備 

    ○・ 建築設備計画基準                           （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 建築設備設計基準                           （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 埼玉県電気設備工事特別共通仕様書           （ 平成２６年版 ） 

    ○・ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）   （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） （ 平成２５年版 ） 

        ○・ 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）    （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 埼玉県機械設備工事特別共通仕様書            （ 平成２６年版 ） 
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    ○・ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）    （ 平成２５年版 ） 

    ○・ 公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） （ 平成２５年版 ） 

        ○・ 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）   （ 平成２５年版 ） 

        ○・ 排水再利用・雨水利用システム計画基準     （ 平成１６年版 ） 

        ○・ 建築設備耐震設計・施工指針           （ ２０１４年版 ） 

    ○・ 建築設備設計計算書作成の手引          （ 平成２７年版 ） 

 ⑤ 設備積算                                                         

    ○・ 公共建築設備数量積算基準           （ 平成１５年版 ） 

        ○・ 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）   （ 平成２４年版 ） 

        ○・ 営繕工事積算ﾁｪｯｸﾏﾆｭｱﾙ（電気設備工事編）    （ 平成２７年版 ） 

        ○・ 営繕工事積算ﾁｪｯｸﾏﾆｭｱﾙ（機械設備工事編）    （ 平成２７年版 ） 

 

６．成果品の提出について 

(1) 成果品の提出 

  成果品は下表のとおり作成し、監督員に提出する。報告書等の構成等については監  

  督員と協議の上、決定する。 

成 果 物 原本 複写 製本形態 適用 

 
 ・業務報告書 

 ・各技術資料 

１部 ５部 ファイル綴じ Ａ４版 

 ・上記の電子データ １部    

(2) 成果物の提出場所      （公園スタジアム課 ラグビー場整備担当） 

(3) 電子データの形式等 

  電子データの保存形式等は以下のとおりとする。ただし、必要に応じて監督員と協

議の上、変更することができる。 

 ①電子媒体 

  ・ＣＤ-Ｒ、ＤＶＤ-Ｒ 

 ②ファイル形式 

  データは以下の形式で提出するとともに、同内容の PDFファイルも併せて作成する。

なお、Microsoft Office は、2010年版で動作可能な形式とする。 

  ・Microsoft Word, Microsoft Excal, Microsoft PowerPoint,アプリケーション画 

   像ファイル（JPEG 形式又は GIF形式） 

  ・JWW形式、DXF 形式、の CADデータ 

  ・その他監督員が認めたファイル形式 


